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○岩切委員長 ただいまから、環境農林水産常

任委員会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてでありますが、

現在、お座りの席のとおり決定してよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

す。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、委員会の運営方法についてであります

が、執行部の入替えの際は、委員長会議確認事

項のとおり、10分程度の休憩を設けることに御

異議ありませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのように決定いた

します。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前９時59分休憩

午前10時２分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

先般の臨時会におきまして、私ども７名が環

境農林水産常任委員会委員に選任されたところ

でございます。

私は、このたび委員長に選任されました宮崎

市選出の岩切でございます。一言御挨拶を申し

上げさせていただきます。

改めて皆様おはようございます。この委員会

の所管任務は、地球規模の環境問題から中山間

地域の山村を守るための林業農政含めて本当に

広範で重要な課題を担当する委員会だと認識し

ております。一生懸命勉強させていただきなが

ら、県内の環境農林水産行政が前進しますよう

に努めてまいりたいと思いますので、執行部の

皆様方には何とぞよろしくお願いを申し上げた

いと思います。どうぞよろしくお願いいたしま

す。

それでは、座りまして、委員の紹介をさせて

いただきます。

まず、私の隣が延岡市選出の内田副委員長で

ございます。

次に向かって左側ですけれども、北諸県郡選

出の 原委員でございます。

続いて、宮崎市選出の右松委員でございます。

串間市選出の武田委員でございます。

続きまして右側ですけれども、都城市選出の

山下委員でございます。

延岡市選出の河野委員でございます。

次に、書記の紹介をいたします。

正書記の木村主任主事でございます。

副書記の内田主査でございます。

それでは、環境森林部長の御挨拶、幹部職員

の紹介並びに所管業務の概要説明等をお願いい

たします。

○河野環境森林部長 環境森林部長の河野でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。

環境森林部では、先般、今年度を初年度とい

たします今後10年間の施策の基本方針となりま

す第四次環境基本計画と第八次森林・林業長期

計画を策定したところでございます。

環境森林部も新体制となったところでござい

ますけれども、計画の中で目標としてそれぞれ
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掲げております「ひと、自然、地域がともに輝

く 持続可能なみやざき」と「持続可能なみや

ざきの森林・林業・木材産業の確立」の達成に

向けまして、職員一丸となりまして取り組んで

まいりますので、岩切委員長、内田副委員長を

はじめ、委員の皆様には御指導、御支援をよろ

しくお願い申し上げます。

資料の説明に入ります前に、一点、御報告さ

せていただきたいことがございます。

平成31年４月からスタートいたしました森林

経営管理制度に関しまして、去る４月21日に、

みやざき森林経営管理支援センターの開所式を

行ったところでございます。

今後、このセンターを中心に、きめ細やかな

相談対応や技術指導など制度の中心的役割を担

う市町村を全面的にバックアップし、森林の適

切な経営管理の促進に努めてまいりたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

ここからは座って説明させていただきます。

お手元の委員会資料の１ページをお願いいた

します。今年度の環境森林部幹部職員の名簿で

ございます。紹介させていただきます。

総括次長の田村でございます。

技術担当次長の黒木でございます。

環境森林課長の長倉でございます。

環境管理課長の佐沢でございます。

循環社会推進課長の鍋島でございます。

自然環境課長の藤本でございます。

森林経営課長の 島でございます。

森林管理推進室長の右田でございます。

山村・木材振興課長の有山でございます。

みやざきスギ活用推進室長の福田でございま

す。

工事検査課、工事検査監の木嶋でございます。

林業技術センター所長の黒木でございます。

木材利用技術センター所長の橘木でございま

す。

なお、課長補佐等の紹介につきましては、名

簿で代えさせていただきます。

２ページをお願いいたします。環境森林部の

執行体制であります。

環境森林部の執行体制については御覧のよう

に、６つの課と２つの課内室、公共三部共管の

工事検査課で組織されております。

また、右側になりますが、出先機関の関係所

属は19機関となっております。

今年度組織改正がございましたので、御説明

させていただきます。左側の本庁組織が昨年度

と一部変更となっております。

内容としましては、環境森林課とみやざきの

森林づくり推進室、森林経営課の業務を再編し

たところでありまして、２ページに３か所、下

線を引いたところがございますが、今年度の改

正で新設した組織でございます。

まず環境森林課に森林・林業施策の企画立案

機能の強化を目的としまして、林政計画担当を

置くとともに、森林経営課に森林経営管理制度

の実施体制を強化するため、森林管理推進室を

設置いたしました。

一方、資料にはございませんが、業務の整理

・集約等に伴い、みやざきの森林づくり推進室

と自然公園室、循環社会推進課の廃棄物処理セ

ンター担当を廃止いたしております。

次に、４ページを御覧いただきたいと思いま

す。令和３年度環境森林部予算（課別）でござ

います。

この表は、部の一般会計と特別会計について、

令和３年度当初予算の歳出予算を課別に集計し

たものでございます。

令和３年度当初予算額Ａの列の一番下、合計
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の欄にありますように、一般会計と特別会計を

合計し、210億6,240万7,000円でありまして、令

和２年度当初予算額Ｂと比較いたしまして95.4

％となっております。

次に、５ページを御覧ください。

令和３年度環境森林部重点推進事業について

であります。

これは、本年度の当部の重点事業につきまし

て、県総合計画のアクションプランに沿って整

理したものでございます。５つのプログラムの

うち、当部に関連します４つのプログラムにつ

きまして、５ページから７ページにかけまして、

主な事業を掲載したものでございます。

８ページ以降の新規・重点事業につきまして

は、担当課長・室長が説明申し上げます。

私からの説明は、以上であります。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

○長倉環境森林課長 環境森林課でございます。

常任委員会資料の８ページを御覧ください。

新規事業、再生可能エネルギーアドバイザー

派遣事業について御説明します。

この事業は、１、事業の目的・背景にありま

すように、再生可能エネルギーの導入を検討し

ている市町村や事業所にアドバイザーを派遣し、

エネルギーの利用実態に応じたアドバイスを受

けてもらうことにより再生可能エネルギーの導

入を促進しますとともに、温室効果ガス排出量

の削減を図り、2050年の排出量実質ゼロを目指

すものであります。

２の事業の概要にありますとおり、予算額

は212万5,000円です。

右側の９ページを御覧ください。

現状及び課題でありますが、現状としまして、

近年、県内の再生可能エネルギー導入の伸びが

鈍化し、また、市町村及び事業所での再エネに

関する情報、知識が不足している状況にありま

すことから、課題としては、導入を考える際に

アドバイス等を気軽に聞ける環境づくりが必要

であると考えております。

このため、事業内容にありますとおり、再生

可能エネルギー導入を検討している市町村及び

事業所に対しまして、導入に関するノウハウを

有するアドバイザーを派遣し、①エネルギーに

ついての施設の現状と課題を把握し、②再生可

能エネルギー導入に関する指導、助言を行い、

③導入効果の提示を行うものであります。

続きまして、10ページをお開きください。

改善事業「水と緑の森林づくり」県民総参加

強化事業であります。

この事業は、１、事業の目的・背景にありま

すように、森林ボランティア団体や企業等、多

様な主体による森林づくり活動への支援や普及

啓発等を行うことにより、県民等の主体的な参

画による森林づくりを推進するものであります。

２、事業の概要にありますとおり、予算額

は5,946万9,000円です。

右側の11ページを御覧ください。

現状と課題でありますが、森林ボランティア

団体構成員の高齢化やボランティア参加者数の

頭打ちといった課題があることから、若い世代

を中心に、森林環境税を活用した事業のＰＲを

行うことによって、県民の森林への関心を高め、

県民参加の森林づくりをさらに広げていく必要

があります。

このため、事業内容にありますとおり、①の

団体等支援として、森林ボランティア団体や林

業団体が県民と協働して行う活動や「企業の森

林づくり」に対する支援を行いますとともに、

②普及啓発として、県民ボランティアの集いの

開催やＳＮＳを活用した動画配信等を行うこと
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としております。

環境森林課の説明は、以上でございます。

○佐沢環境管理課長 環境管理課の新規・重点

事業について御説明いたします。

委員会資料の12ページをお開きください。

新規事業、硫黄山河川白濁対策水質改善施設

整備事業であります。

１、事業の目的・背景でありますが、硫黄山

の火山活動による水質の悪化に備えるため、令

和元年度に実施しました実証試験の結果に基づ

き、石灰石を活用し、自然の流れを生かした水

質改善施設を整備するものであります。

右側の13ページを御覧ください。

整備予定の水質改善施設のイメージを示して

おります。

（１）は、水質改善施設の全体像となってお

り、このような配置で整備いたします。

なお、この水質改善施設は、農政水産部が下

流にある農業用水取水口に設置する水質監視・

緊急取水停止システムを補完するものでありま

す。

（２）は、水質改善施設の中和水路の基本構

造を示したもので、河川水と石灰石を長く接触

させるため水の流れが連続的に上下する構造と

しております。

（３）の中和水路の主な仕様は、中和剤とし

て石灰石を活用すること、酸性が強いためコン

クリート表面をコーティングすること、自然の

流れを活用して水質を改善する方式とすること

などとしております。

左側の12ページにお戻りください。

２、事業の概要にありますとおり、予算額は

１億9,500万円であります。

次に、14ページをお開きください。

新規事業、きれいな川を後世に！浄化槽リノ

ベーション推進事業であります。

１、事業の目的背景でありますが、昨年４月

に、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転

換や、法定検査受検率の向上を主な目的とした

改正浄化槽法が施行されたことから、転換促進

を図るとともに、法定検査の受検に関する支援

体制の整備により、受検率の向上を図るもので

あります。

右側の15ページの現状と課題の（１）の一番

上の表を御覧ください。

本県には、単独処理浄化槽が６万3,355基、合

併処理浄化槽が７万7,080基、合計約14万基の浄

化槽があり、11条検査の受検率は単独が40.5％、

合併が68.6％、全体で55.6％であり、半数近く

が受検しておりません。

左側の14ページにお戻りください。

２、事業の概要であります。

（１）予算額は646万7,000円。（５）事業内容

は、①単独処理浄化槽転換促進支援は、合併処

理浄化槽への転換促進のため、市町村が啓発等

を行った場合に支援を行うもの、②法定検査受

検体制支援は、指定検査機関に法定検査受検推

進員を配置しまして、浄化槽設置者を対象に受

検契約手続のサポートを行うもの、③協議会設

置に向けた検討は、県市町村、関係団体で構成

される協議会の設置の検討を行うものでありま

す。

環境管理課からは、以上であります。

○鍋島循環社会推進課長 循環社会推進課でご

ざいます。当課の新規・重点事項につきまして

御説明をいたします。

常任委員会資料16ページをお開きください。

改善事業、廃棄物再資源化推進事業でありま

す。

この事業は、１の事業の目的・背景にありま
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すとおり、循環型社会の形成のため、県内の排

出事業者などが行う再資源化施設等の整備を支

援するとともに、県内で製造されておりますリ

サイクル製品のうち、安全・安心な製品を県が

認定することによって、その利用拡大を図るも

のであります。

右側のページ、現状と課題を御覧ください。

環境基本計画では、（１）のリサイクル率を令

和12年度までに41％、（２）のリサイクル製品の

数を200製品とする目標を掲げております。

このため、次の事業内容及び効果①の廃棄物

再資源化施設整備支援では、再資源化に係る新

技術の実用化や、昨今、問題となっております

廃プラスチック類、また素材の大半をガラスや

プラスチックが占めております太陽光パネルを

再生利用するための施設整備を支援してまいり

ます。

また、②のみやざきリサイクル製品認定制度

では、みやざきリサイクル製品の周知や利用拡

大などに向け、県民に身近な製品の掘り起こし

とともに、認定に必要な検査の費用支援から廃

棄物の再資源化を推進してまいります。

16ページに戻っていただきまして、事業の予

算額は、２の（１）のとおり4,939万7,000円で

あります。

続きまして、18ページをお開きください。

新規事業、宮崎県食品ロス削減推進計画スタ

ートアップ事業であります。

この事業は、１の事業の目的・背景にありま

すとおり、昨年度策定いたしました宮崎県食品

ロス削減推進計画に基づき、県民や団体、事業

者、行政が情報を共有しながら効果的な啓発活

動などを実施するものであります。

右側のページ、現状と課題を御覧ください。

食品ロスの発生状況につきまして、全国では612

万トンが、本県では平成28年度に実施いたしま

した家庭系可燃ごみの組成調査から３万1,100ト

ンが発生していると推計しているところでござ

います。

18ページに戻っていただきまして、事業の予

算額は、２の（１）のとおり1,213万5,000円で、

その内容は（５）①のみやざき食べきり宣言プ

ロジェクトといたしまして、食品ロス削減パネ

ル展の開催ですとか、啓発ＣＭの放映などを通

じ、県民の食品ロス削減に対する意識向上を図

ることとしております。

また、②の食品ロス実態調査では、家庭系、

事業系ごみにおける食品ロス発生量などを調査

いたしまして、その成果を県民や団体、事業者、

行政で共有しながら、食品ロスに関する効果的

な啓発の在り方などにつきまして、③のとおり

取り組むことといたしております。

循環社会推進課からは、以上でございます。

○藤本自然環境課長 自然環境課です。

常任委員会資料の20ページをお願いいたしま

す。

改善事業、有害鳥獣捕獲促進総合対策事業で

あります。

この事業は、１の事業の目的・背景にありま

すように、有害鳥獣捕獲班等への活動支援や有

害捕獲した鹿、イノシシ、狩猟で捕獲した鹿に

対する助成などを行い、鳥獣による農林作物等

への被害軽減を目指すものであります。

右のページの現状と課題を御覧ください。

右側のグラフのイノシシ、鹿、猿の捕獲数は、

近年５万頭前後で推移しており、左側のグラフ

にありますように農林作物等の被害額は平成30

年度までは減少傾向にありましたが、令和元年

度は４億2,600万円と増加し、深刻な状況が続い

ております。
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当課による捕獲対策としまして、四角囲みに

ありますように、適正な捕獲を実施するための

生息状況等の把握や、有害鳥獣捕獲支援、狩猟

期間の延長など適切な捕獲の実施、狩猟免許試

験の実施や講習会、捕獲班活動支援などによる

捕獲体制の整備に取り組んでおります。

左のページに戻っていただきまして、これら

の取組のうち当事業では、２の事業概要のとお

り、（１）の予算額2,442万7,000円によりまして、

（５）の事業内容のとおり、市町村等と連携し、

①から⑤のとおり有害鳥獣捕獲班の活動支援や

講習会の開催、鹿、イノシシ有害捕獲支援に加

え、新たに狩猟による鹿捕獲に対する支援を実

施します。

なお、右側のページの捕獲対策の取組におい

て、これらの事業がどの取組に該当するかを数

字で示しております。

続きまして22ページを御覧ください。

改善事業、みやざきの自然公園満喫プロジェ

クト推進事業であります。

１の事業の目的・背景についてですが、自然

公園への誘客を促進するため、平成28年度から

推進しております霧島錦江湾国立公園満喫プロ

ジェクトの成果を生かしまして、市町村と連携

し、県内の自然公園が県民等にとって魅力的な

場として認知される取組を推進するものであり

ます。

２の事業の概要ですが、（１）のとおり、予算

額は451万1,000円であります。

（５）の事業内容ですが、①の事業は、国立

・国定公園等におけるおもてなし店舗等を対象

とした講習会の開催及び多くの店舗やレジャー

施設等が並ぶ利用拠点での滞在環境上質化に関

する調査や誘客プランの作成等を実施するもの

であります。

②の事業は、民間事業者によるアクティビティ

ーを活用した体験型プログラムの造成等に対す

る支援及びえびの高原にて山の日に交流イベン

トを実施するものであります。

なお、右のページの上段に自然公園を取り巻

く現状と課題、下段に事業内容のイメージを記

載しております。

最後に24ページをお開きください。新規事業、

みやざきの自然公園利用拠点上質化事業であり

ます。

１の事業目的・背景ですが、コロナ禍におい

てアウトドア活動ニーズの高まりを踏まえ、国

定公園、県立公園等の利用拠点において、安心、

安全で上質な滞在環境を創出するため、新型コ

ロナウイルス感染の拡大防止に対応した施設の

整備、改修等を行うものであります。

２の事業概要を御覧ください。

（１）のとおり、予算額は4,500万円で、財源

は国のコロナ対応地方創生臨時交付金でありま

す。

（５）の事業内容ですが、①の事業は、民間

事業者に対する補助事業で、店舗や宿泊施設等

における屋外デッキ整備やコワーキングスペー

スの設置、換気設備・トイレ等設備の改修、自

動化、Ｗｉ―Ｆｉ環境整備などについて補助す

るものであります。

②の事業は、県営事業で、トイレ、休憩所等

の県有施設につきまして、同様な整備改修を実

施するものであります。

右のページの上段に自然公園を取り巻く現状

と課題、下段に事業内容のイメージを記載して

おります。

当課からの説明は以上であります。

○ 島森林経営課長 森林経営課でございます。

26ページを御覧ください。
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新規事業、ＩＣＴを活用した森林情報デジタ

ル化推進事業についてであります。

この事業は、１の目的・背景にありますよう

に、市町村が行う森林経営管理制度を進めるた

め、県及び市町村がＩＣＴを活用した最新の伐

採跡地や再造林地等の森林情報を適時に取得し、

活用できる体制整備を行うものでございます。

右側の27ページを御覧ください。

現状と課題にありますように、意向調査の選

定に当たりまして、（１）の森林の施業履歴や現

況の確認がなかなか進まないこと、（２）の伐採

跡地の抽出作業の効率化を図る必要があります。

このため、事業内容及び効果にありますとお

り、衛星画像処理技術を持つ民間企業や市町村

と連携いたしまして、伐採跡地等の森林変化を

効率的に把握するシステムを構築するものでご

ざいます。

この作業を年２回、半年おきに繰り返すこと

で、ディープラーニングによりますＡＩ判読技

術を確立しますとともに、このデータを活用し、

市町村が森林経営管理制度を推進する上で必要

な意向調査の効率化や無断伐採の早期把握、ま

た、県においては、森林簿の精度向上に取り組

むこととしております。

左の26ページに戻っていただきまして、２の

事業概要にありますとおり、（１）の予算額

は1,618万3,000円であります。

また、（５）の事業内容にありますように、併

せて、②の林地台帳の精度向上や③の森林管理

推進員を配置し、市町村を支援してまいること

としております。

次に、28ページを御覧ください。

改善事業、森林整備労務軽減対策事業につい

てであります。

この事業は、１の目的・背景にありますよう

に、早生樹等の造林実証や荒廃農地等の森林利

用の検討、植栽・下刈りの省力化に取り組むも

のであります。

右側の29ページの現状と課題のとおり、担い

手不足の解消には、重労働であります森林整備

の労務軽減や山村地域の所得向上に向けた取組

が必要であり、当事業によりまして改善を図る

ものであります。

ページ中ほどの事業内容を御覧ください。

まず、①の早生樹等の実証では、成長が早く、

植栽後20～30年で伐採が可能なチャンチンモド

キ等に加えまして、成長特性に優れた杉のエリ

ートツリーのモデル林を設置し、育成データを

収集するとともに、その用途や販路開拓に向け

て、木材利用技術センターでの材質試験や県内

外における家具生産地等での情報収集を行うこ

ととしております。

また、荒廃農地等の有効活用を図るため、農

政水産部等と連携いたしまして、森林利用のた

めの検討を行います。

②のコンテナ苗の大苗、中苗化の実証では、

通常の造林用コンテナ苗の植え替えによる大苗

及び中苗の生産や、ドローンを活用した苗木の

運搬、植穴堀りの機械化等の実証を行い、労務

軽減や下刈り期間の短縮の実証などを行います。

さらに、③の新たな資機材による下刈り作業

の実証では、麻布マットの林地への敷設や自走

式刈払機の導入など、実用化に向けて歩掛調査

等を行うこととしております。

左の28ページに戻っていただきまして、２の

事業の概要のとおり、（１）の予算額は800万円

であります。

説明は以上であります。

○右田森林管理推進室長 森林管理推進室でご

ざいます。
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資料の30ページをお開きください。

新規事業、森林経営管理市町村支援事業につ

いてであります。

１の事業の目的・背景ですが、この事業は、

森林所有者自らが管理できない森林について、

森林経営管理制度を推進するため、みやざき森

林経営管理支援センターを設置し、制度の中心

的役割を担う市町村に対して支援を行うもので

あります。

右側の31ページの現状と課題の（１）にあり

ますように、制度では、市町村が森林所有者に

対して経営管理の意向確認の手続から着手しま

すが、現状では、多くの市町村で進捗が遅れて

おります。

また、市町村においては、林業の専門的知識

や技術を有する人材不足や財源となる森林環境

譲与税の譲与額に差があるなど、実情に応じた

支援が必要となっております。

事業内容及び効果の推進体制図の右側の市町

村の四角囲みを御覧ください。

市町村の事務手続は、森林所有者への森林管

理に対する意向調査や経営管理権集積計画の作

成などを行い、市町村が森林経営に適さないと

判断した森林は市町村が管理し、森林経営に適

すると判断した森林は、民間のひなたのチカラ

林業経営者に再委託することになっております。

これらの事務には、森林の評価など専門的知

識を必要とする部分がありますので、支援セン

ターでは、相談対応や市町村職員研修の実施な

どの支援を行うこととしております。

また、併せて、市町村から再委託を受けるひ

なたのチカラ林業経営者への支援も行うことと

しており、これらの取組により制度の推進を図っ

てまいります。

30ページにお戻りいただきまして、２の事業

の概要ですが、（１）予算額は2,588万円であり

ます。

説明は以上であります。

○有山山村・木材振興課長 山村・木材振興課

でございます。

常任委員会資料の32ページをお開きください。

新規事業「みやざきの森」を活かしたワーケ

ーション推進事業であります。

１の事業の目的・背景にありますように本事

業は、森林空間を活用したワーケーションを推

進するため、ワーケーションを受入れる実施地

域を支援しますとともに、体験ツアーに参加い

たします県内外の企業・学校に対して参加費等

の支援を行うものであります。

予算額は1,144万6,000円であります。

右ページの現状と課題を御覧ください。

全国的にワーケーションの取組が注目され、

県内におきましても自治体等での取組が始まっ

たところでありますが、プログラムの開発や認

知度を上げる取組、地域でのコーディネートを

行う人材が必要といった課題がございます。

そこで、事業内容及び効果にありますように、

民間団体に委託いたしまして実施地域へのアド

バイザー派遣やプロモーション活動、研修会の

開催を考えてございます。

また、実施地域に対しましてはプログラム開

発等の支援を行いますとともに、県内外の企業

や学校に対しまして、ＳＮＳ等による情報発信

を活用しながらモニターツアーヘの参加支援を

行うことで、プログラムの磨き上げにつなげ、

魅力あるワーケーションの取組を推進したいと

考えております。

私からの説明は以上であります。

○福田みやざきスギ活用推進室長 みやざきス

ギ活用推進室でございます。
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資料の34ページをお開きください。

みやざき材で創る「新しい生活様式」空間づ

くり支援事業でございます。

本事業は、新型コロナ感染症の関連対策とし

まして、昨年度の６月補正で事業化しまして、

本年度におきましても継続して実施するもので

ございます。

１の事業の目的・背景ですが、県産材を活用

した新しい生活様式に配慮した施設整備等を支

援するものであります。

２の事業の概要ですが、予算額は8,500万円で

ございます。

右のページの現状と課題を御覧ください。

感染症の影響の長期化に対しましては、県民

を挙げた新しい生活様式への取組が必要なこと

や、将来的な新設住宅着工戸数の落ち込みと、

感染症拡大に伴う消費マインドの低下等により

まして、住宅分野での木材需要の減少が見込ま

れることから、今後は新しい生活様式を取り入

れながら、木材利用が進んでいない非住宅分野

での木材需要を創出していくことが重要である

と考えております。

そこで、その下の事業内容及び効果の写真に

ありますように、３密に配慮した店舗、店舗の

リフォーム、屋外利用やパーティションの設置

などの施設整備等へ引き続き支援をすることと

しています。

これらにより、感染症拡大を抑止し、県民に

安心して生活できる空間を提供するとともに、

民間施設における木材利用とＰＲにより、県産

材の需要回復・拡大につなげてまいりたいと考

えております。

続きまして、36ページをお開きください。

改善事業、みやざき材販路拡大・競争力強化

支援事業であります。

１の事業の目的・背景ですが、県外における

県産材の販路拡大を促進するものであります。

２の事業の概要ですが、予算額は965万円でご

ざいます。

右のページの現状と課題を御覧ください。

本県の製材品の７割以上は県外に出荷されて

おりまして、県外での需要拡大は非常に重要で

あります。

また、先ほどの事業でも申し上げましたとお

り、今後の住宅分野における木材需要は大幅な

減少が予測され、今後は新たな需要開拓や非住

宅分野での木材利用、さらには外材からの転換

など、都市部での積極的な取組がますます必要

となっております。

そこで、その下の事業内容及び効果でありま

すが、①みやざき材プロモーション事業では、

県産材の取引拡大に向けたセミナーや建材展へ

の出展に加え、2025年の万博開催等で新規需要

が期待できる関西圏域におけます各種プロジェ

クトヘの働きかけなどのプロモーション等を行

うこととしております。

また、下の②みやざき材活用施設設置支援事

業では、非住宅の需要を喚起するためＰＲ効果

が高い商業施設等における県産材利用を支援し、

これらの取組等によりまして県外への販路拡大

を図ってまいりたいと考えております。

続きまして、38ページをお開きください。

改善事業、みやざき材輸出拡大促進事業であ

ります。

１の事業の目的・背景ですが、海外における

県産材の販路拡大を促進するものであります。

２の事業の概要ですが、予算額は1,728万円で

ございます。

右のページの現状と課題を御覧ください。

木材需要の減少に対応するため、新たな需要
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先として海外輸出を進める必要がございますが、

現在、原木輸出が多くを占めており、今後は、

より経済効果の期待できる製材品の輸出をさら

に推進していく必要があります。

そこで、下の事業内容及び効果でありますが、

まず、相手国での人材育成及び販売促進としま

して、左側の韓国では、技術者の育成セミナー

を実施し、現地のパートナー企業の拡大を図っ

てまいります。

また、右側の台湾では、近年、木材や木造建

築に対する関心が高まっていることから、セミ

ナーや研修はもとより、輸出コーディネーター

や常設展示場を設置し、展示会への出展などプ

ロモーションを展開してまいります。

また、中段の新たな市場開拓では、市場調査

や企業の招聘等を考えております。さらに下段

の輸出に取り組む県内企業育成の①の事業では、

県内企業を対象に輸出先の法規制など輸出情報

に係るセミナー等を開催し、その右の③の事業

では、輸出に意欲的な県内企業のモデル的な取

組に対して支援いたします。これらの取組によ

り輸出の拡大につなげてまいりたいと考えてお

ります。

説明は以上でございます。

○岩切委員長 執行部の説明が終わりました。

委員の皆様からの質疑を受けたいと思います。

○右松委員 委員会資料８ページの再生可能エ

ネルギーアドバイザー派遣事業について伺いま

す。

大変大事な事業でありますし、本県も２月定

例県議会でゼロカーボンシティ宣言がされまし

たので、それをしっかりと後押しする事業の一

つになると思っています。

再生可能エネルギーには太陽光やバイオマス、

水力、風力、地熱といろいろジャンルがあるわ

けでございますが、伺いたいのは予算規模が212

万5,000円ということで、このアドバイザーとい

うのがどういった資格なり経歴を持っている方

を想定しているのか。例えば資格で言えば日本

住宅性能検査協会が再生可能エネルギーアドバ

イザーという資格を設けたりされております。

予算規模でいけば人数的にそんなに多くは難し

いのかなとも思いますが、その人数。

そしてもう一つ、制度の利用者は市町村や事

業所ということでございますが、その負担はど

うなっているのか。同じような形で他県も動い

ているみたいですけれども、本県の取組につい

て、まずはこの３点を伺いたいと思います。

○長倉環境森林課長 この事業の仕組みについ

て御説明したいと思います。

フロー図にありますように、アドバイザーを

派遣するんですが、一般財団法人省エネルギー

センターが国の補助を受けまして、省エネ最適

化診断という事業を行っておられます。その事

業と併せてアドバイスをすることを考えており

まして、県から省エネセンターに委託して、省

エネセンターの専門家の方を派遣していただく

こととしております。

事業費としては委託費として200万円、大体１

件当たり20万円で10件ほどの市町村や事業所に

派遣してアドバイスしていただくことを考えて

おります。

この事業の対象者は市町村や事業所としてお

ります。事業所としましては、エネルギー使用

量が少ないところは効果が限られてしまいます

ので、ある程度のエネルギー使用量がある事業

所ということで、省エネセンターと対象を協議

をしているところでございます。

利用者負担につきまして、国の省エネセンタ

ーの省エネ最適化診断の負担としましては、専
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門家１人で診断される場合、１件当たりが税込

みで１万450円で、１万円ほどの事業者負担が生

じますけれども、県が併せて派遣しますこのア

ドバイザーについては、県が委託するので、費

用負担は発生しないことになっております。

○右松委員 分かりました。先ほど最後に県も

一緒に派遣をされるということでしたが、そこ

はどういう形になるのか、県はどういう役割を

担うのか、教えてください。

○長倉環境森林課長 省エネルギーセンターに

県から委託という形で専門家の派遣をお願いす

ることにしておりまして、省エネ最適化診断

─国の補助を受けて省エネセンターがされる

補助についても一応診断結果は出るんですけれ

ども、それをかみ砕いて事業者の方が理解する

ことがなかなか難しいので、そのアフターフォ

ローという部分を県のアドバイザー派遣で担い

ます。診断書をかみ砕いて事業者に分かりやす

く御説明しますとともに、再生可能エネルギー

導入に向けた具体的なアドバイスをすることで、

実際の導入につなげていきたいと考えておりま

す。

国の補助事業のアフターフォローの部分を担

うことで、相乗効果をもって再生可能エネルギ

ーの導入を促進していきたいという趣旨でござ

います。

○右松委員 概要は見えました。省エネセンタ

ーはもちろんプロでありますから、県がアフタ

ーフォローしていくということであれば、その

省エネセンターから派遣される方のノウハウ等

もしっかりと県が引き継いでいくことが大事な

のかなと思います。

また、さきの一般質問でも私は問いましたけ

れども、やはりエネルギー転換というのは非常

に重要ですので、本県がどういう方向にこれか

ら進めていくのか、どういう分野に力を入れて

いくのか、そして、地域の活性化にどうつなげ

ていくかというのが非常に大事かなと、私はそ

ういう経済的な視点でも問わせていただいたと

ころでございます。

民間事業者からの依頼に対するアドバイスも

含めて育成もやっていくわけでしょうから、民

間事業者と市町村の取組についても、相乗効果

が出るよう、県が大きな方向性をしっかり持っ

た上でこの事業をされるほうが絶対いいと思っ

ています。

まずはこの2050年、温室効果ガス排出量実質

ゼロ、二酸化炭素も含めたゼロカーボンシティ

ということでやっていくわけですので、中間的

に2030年の目標設定もされておられると考えて

おりますが─経済産業省が2030年で想定する

総発電量、電力量に占める各電源のパーセンテ

ージで再エネが22～24％という数字が出ていま

す。我が県は森林県ですので、先頭に立って目

標に向かっていくようなメッセージも絶対必要

だと思っています。この事業は非常に大事なの

で、国の省エネセンターの力も借りながら、本

県での取組をさらに深めていってもらうといい

かなと思いますので、よろしくお願います。

○長倉環境森林課長 委員おっしゃるとおり大

変重要な課題でございます。県も2050年の取組、

ゼロ表明をしたところでございまして、国の政

策と連動しながらしっかりと取り組んでまいり

たいと考えております。

○岩切委員長 あまり時間はないんですが、全

体的な本年度の新規重点事業の概要説明でござ

いました。今日の時点で、特にこの点はという

委員の皆様からの御質疑があればお願います。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 よろしいですか。では、また本
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会議や委員会を通じて御質疑を深めていただけ

たらと思います。

それでは、以上をもって環境森林部を終わり

ます。執行部の皆様お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時53分休憩

午前11時０分再開

○岩切委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

失礼いたします。立ちまして御挨拶させてい

ただきます。皆様こんにちは。先般の臨時会に

おきまして私ども７名が環境農林水産常任委員

会の委員に選任されたところでございます。

私は、このたび委員長を拝命いたしました宮

崎市選出の岩切でございます。何とぞよろしく

お願いいたします。

環境、そして農林水産行政というのは本当に

地球環境にも絡む、そしてまた宮崎県の基幹産

業である農畜産業を所管する大変重要な委員会

であると認識させていただいております。執行

部の皆様からたくさんの知識等をいただきなが

ら、宮崎県の経済が農業を通じて復興されるこ

とを目指して、委員会としてしっかりと審議さ

せていただきたいと思いますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。

座りまして、委員の御紹介をさせていただき

ます。

私の隣におりますのが延岡市選出の内田副委

員長でございます。

向かって左側ですけれども、北諸県郡選出の

原委員でございます。

宮崎市選出の右松委員であります。

串間市選出の武田委員であります。

替わりまして、右側でございます。

都城市選出の山下委員であります。

延岡市選出の河野委員でございます。

次に、書記の紹介をいたします。

正書記の木村主任主事でございます。

副書記の内田主査でございます。

それでは、農政水産部長の御挨拶、幹部職員

の紹介並びに所管業務の概要説明等をお願いい

たします。

○牛谷農政水産部長 農政水産部長の牛谷でご

ざいます。新たな年度を迎えまして新体制の下、

本県の水産業のさらなる発展のために現場の課

題にしっかりと目を向け、耳を傾け、職員一丸

となって頑張ってまいりますので、岩切委員長

をはじめ各委員の皆様には一層の御指導を賜り

ますようよろしくお願いします。

説明に入ります前に、職員の不祥事につきま

して御報告とおわびを申し上げます。

盗撮行為等により宮崎地方裁判所に起訴され

４月23日に有罪判決を受けた農政水産部の職員

が、４月26日付で懲戒免職処分となりました。

職員の綱紀粛正につきましては、かねてから

厳しく指導しているところでございますが、新

型コロナウイルス感染症対策に県を挙げて取り

組み、県民の皆様にも強い行動要請をお願いし

ている中で、盗撮という県政全体に対する信頼

を著しく失墜させる行為が発生したことは痛恨

の極みでございまして、深くおわびを申し上げ

ます。

処分の公表後、再発防止に万全を期すために、

公務員倫理の確立や全体の奉仕者としての自覚

について、改めて全職員に徹底したところであ

ります。

今後、より一層服務規律の保持や綱紀粛正に

取り組み、県民の皆様の信頼回復に努めてまい

りたいと存じますので、よろしくお願い申し上
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げます。

それでは、座って説明をさせていただきます。

資料の表紙をめくっていただきまして、目次

を御覧ください。本日は、農政水産部幹部職員

名簿ほか５項目となっております。

それでは、資料の１ページを御覧ください。

主な職員について御紹介いたします。

紹介に当たりましては、各職員はマスクを外

して起立させ、挨拶は省略させていただきます。

まず、総括次長の斎藤でございます。

農政担当次長の菓子野です。

水産担当次長の鈴木です。

畜産新生推進局長の三浦です。

農政企画課長の殿所です。

中山間農業振興室長の海野です。

農業流通ブランド課長の松田です。

農業普及技術課長の上田です。

農業担い手対策課長の小林です。

農産園芸課長の川上です。

農村計画課長の戸髙です。

畑かん営農推進室長の鳥浦です。

農村整備課長の押川です。

水産政策課長の西府です。

漁業管理課長の大村です。

漁港漁場整備室長の否笠です。

畜産振興課長の河野です。

家畜防疫対策課長の丸本です。

工事検査監の日髙です。

総合農業試験場長の東です。

県立農業大学校長の戸髙です。

水産試験場長の坂本です。

畜産試験場長の谷之木につきましては、本日

欠席でございます。

次に、資料の４ページを御覧ください。

農政水産部の執行体制図であります。組織に

関しまして、農水産業を取り巻く環境の変化に

迅速かつ的確に対応するため組織再編を行って

おりまして、主には、輸出、流通及び販売対策

強化のために農業流通ブランド課、試験研究と

普及のさらなる連携強化のために農業普及技術

課、担い手確保や農地集積強化のために農業担

い手対策課を設置しております。

また、農業改良普及センターについて、地域

振興に向けた企画提案やコーディネート機能強

化のため業務再編を行っております。

資料の５ページから７ページには、各課の分

掌事務を掲載しております。後ほどお目通しく

ださい。

次に、資料の８ページを御覧ください。

令和３年度農政水産部予算の基本的な考え方

でございます。

（２）にありますとおり、令和３年度は第八

次農業長計及び第六次水産長計の元年となる節

目の年でございまして、持続可能な魅力ある農

畜水産業の実現のための予算として構築してお

ります。

各長期計画の概要について御説明します。

10ページをお願します。

まず、第八次農業・農村振興長期計画につい

てでございます。

10ページの長期ビジョンでは、10年後を見据

えた長期戦略を記載しておりまして、新防災と

スマート化をキーワードに持続可能な魅力ある

みやざき農業の実現を目指してまいります。

11ページの基本計画では、農の魅力を産み出

す人材の育成と支援体制の構築など３つの将来

像を実現するための５年間の具体的な施策を示

しており、また、ページ下段にありますように、

施策の展開による経営の姿を経営モデルとして

例示しております。
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続きまして、12ページをお開きください。

第六次水産業・漁村振興長期計画についてで

ございます。

12ページの長期ビジョンでは、基本目標「ひ

なたイオベーションで新たな波に乗り成長する

水産業」実現のために４つの柱を立てて施策の

推進を図り、水産資源と生産基盤が充実した将

来を目指してまいります。

なお、イオベーションとは、イノベーション

と魚を意味する「いお」を組み合わせた造語で

ございます。

13ページの基本計画では、長期ビジョンの４

つの将来像を実現するための５年間の具体的な

施策を示しておりまして、また、ページ下段に

ありますように、施策の展開による経営の姿を

経営モデルとして例示しております。

次に、14ページを御覧ください。

ただいま説明しました長期計画を含め、様々

な施策を効果的に推進していくためには、生産

者や県民の皆様の理解が大変重要であります。

このため、本年３月に「ひなたＭＡＦｉＮ」と

いう愛称の農政水産部ホームページを新設し、

分かりやすく情報をお届けするとともに、御意

見等をいただく仕組みを構築したところでござ

います。

資料に戻っていただきまして、９ページをお

願いいたします。

農業・水産業２つの長期計画に基づきます令

和３年度の重点的な予算を項目ごとに整理して

おりますので、後ほどお目通しいただきたいと

思います。

続きまして、資料の16ページを御覧ください。

令和３年度農政水産部歳出予算の課別概要で

す。

農政水産部の今年度当初予算額は、一般会計

が表の下から４行目の合計の欄にありますとお

り423億9,151万9,000円、特別会計が、その２つ

下にありますとおり３億219万3,000円、合計

で426億9,371万2,000円となっております。

17ページを御覧ください。

ここから令和３年度当初予算の主な新規・重

点事業でございます。後ほど関係課長から説明

させていただきます。

私からは以上でございます。よろしくお願い

します。

○殿所農政企画課長 それでは、18ページを御

覧ください。

世界農業遺産地域活力創造事業でございます。

この事業は、１の事業の目的・背景にありま

すとおり、世界農業遺産に認定されている高千

穂郷・椎葉山地域の魅力を生かした誘客促進や

地域人材の育成、関係人口の創出等を通じて地

域の活性化を図るものであります。

事業の内容につきましては、右側のページを

御覧ください。

１から３の事業名にありますアルファベット

の「Ｇ・Ｉ・Ａ・Ｈ・Ｓ」は世界農業遺産の英

語表記の略で「ジアス」と読みます。

１のＧＩＡＨＳ活用事業では、実際に地域に

来て、体験して、知っていただくことで、将来

の移住や企業との連携につながる取組を支援し

ます。

２のＧＩＡＨＳ人材育成事業では、小中高生

を含む地域住民の郷土愛をさらに育むための教

育活動や、神楽等の伝統文化を継承する取組を

支援します。

３のＧＩＡＨＳ連携事業では、特産品や体験、

ツアーの開発・販売やＳＮＳ等を活用した情報

発信など、関係人口の創出につながる取組を支

援します。
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これらの取組を通じて、世界農業遺産のブラ

ンドを活用した地域特産品の開発・販売や民間

企業などとの連携による自走につなげてまいり

ます。

左側のページの２の事業の概要を御覧くださ

い。

予算額は1,879万9,000円、事業期間は令和４

年度までの２年間を予定しております。

農政企画課からは、以上でございます。

○松田農業流通ブランド課長 農業流通ブラン

ド課でございます。

資料の20ページをお開きください。

みやざき農の物流革新事業について御説明い

たします。

本事業は、１の事業の目的・背景にあります

とおり、持続可能で効率的な農畜水産物の輸送

体制の構築を図るため、パレット化等による輸

送の効率化や共同輸送等の新たな物流網の構築

を支援するとともに、デジタル技術を駆使した

輸送体制への変革を推進するものでございます。

右側の21ページを御覧ください。

上段の物流をめぐる現状にありますとおり、

物流を取り巻く環境はトラックドライバーの不

足に加え、2024年にはドライバーの時間外労働

の上限規制が適用されますことから、大消費地

から遠隔地にある本県にとりまして物流体制の

変革は急務になっております。

このため、本事業では、昨年度設立しました

みやざき農の物流ＤＸ推進協議会を中心としま

して、上段の目指す姿に記載のとおり、輸送の

効率化、新たな物流網の構築、モノと情報を届

けるの３つの柱に沿った取組を展開することで、

持続可能な輸送体制の構築を図ってまいりたい

と考えております。

具体的には、下段のポンチ絵にありますとお

り、左枠の農の物流ＤＸ推進事業によりまして、

データを活用した適正配車や、パレット化に向

けた規格の統合などに取り組みますとともに、

右枠の条件整備支援事業によりまして、物流の

デジタルシフトに必要な端末等の導入及び輸送

の効率化等に対応できるＩＣＴの整備等を支援

することとしております。

20ページに戻っていただきまして、予算額に

つきましては938万7,000円、事業期間は令和５

年度までの３か年を予定しております。

引き続き、資料の22ページをお開きください。

地域食資源高付加価値化推進事業についてで

ございます。

本事業は、１にありますとおり、本県の宝・

強みとなる食資源の高付加価値化や新たな活用

を再構築するため、食農関係者等で構成する推

進組織を設置し、食資源の高付加価値化に向け

た取組を支援するものであります。

右側の23ページを御覧ください。

上段の現状と課題にありますとおり、本県に

は優れた食資源があるものの、加工等による高

付加価値化の取組が弱い状況にあります。

また、社会的には、コロナ禍による国産回帰

や巣ごもり需要の拡大など消費ニーズの変化が

見られることから、食資源の新たな活用に向け

た仕組みづくりが必要となっているところです。

このため、農業者や食品事業者など多様な人

材が一緒になって様々な視点から食材の高付加

価値化を図り、新たなビジネスを産み出す取組

をローカルフードプロジェクトとして位置づけ、

推進していくこととしております。

推進体制としましては、中段にありますとお

り、県内の多様な人材が結集したプラットホー

ムを設置し、６次産業化等の課題に応じて個別

プロジェクトに取り組みますとともに、適宜、
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消費地のプロ集団とも連携していきたいと考え

ております。

具体的には、下段の事業概要の①から③にあ

りますとおり、プラットホームの運営、個別プ

ロジェクトの実践支援、施設等整備の支援の３

つの事業を展開することで、地域経済の活性化

につなげていきたいと考えております。

最後に、22ページの２の事業の概要に戻って

いただきまして、予算額は8,319万9,000円、事

業期間は令和５年度までの３か年を予定してお

ります。

農業流通ブランド課は、以上でございます。

○上田農業普及技術課長 農業普及技術課でご

ざいます。

資料24ページをお開きください。

産地・人づくり強化事業についてでございま

す。

本事業は、１の事業の目的・背景にございま

すとおり、産地の将来像と具体的取組を明らか

にする産地ビジョンの策定・実現と、産地を担

う農業経営者や産地を支えるコーディネート人

材の育成を一体的に進め、産地の発展及びもう

かる農業の実現を目指すものでございます。

事業の内容につきましては、右側25ページの

ポンチ絵を御覧ください。

上段の産地改革強化事業は、農家経営支援シ

ステムによる出荷、販売、青色申告等のデータ

を活用した技術・経営指導の強化、また、産地

ビジョンの策定・実現に向けた支援に取り組む

ものです。

下段左側の産地の核となる農業経営者育成事

業では、主に新規就農者の早期育成を目的に、

農業改良普及センターにおいてカリキュラムを

構築し、段階的な研修を実施いたします。

下段右側の産地コーディネート人材育成事業

では、普及指導員の農業法人支援に必要なノウ

ハウの修得を目的とした資格取得や産地課題の

解決手法の修得を目的とした研修により、産地

をコーディネートできる人材を育成するもので

す。

これらの取組によりまして、本県農業を担う

農業経営者と産地を支える人材の育成に向けた

取組を強化してまいります。

24ページに戻っていただきまして、２、事業

の概要にありますとおり、予算額は2,961万4,000

円、事業期間は本年度までであります。

農業普及技術課は以上でございます。

○小林農業担い手対策課長 農業担い手対策課

でございます。

常任委員会資料の26ページをお開きください。

みやざき農業担い手確保総合対策事業でござ

います。

この事業は、今後、団塊世代の離農が増加す

ると懸念される中で、昨今の田園回帰志向やコ

ロナ禍に伴う地方への人の流れをチャンスと捉

え、就農相談から定着まで切れ目ない支援体制

の充実・強化を図ることで、就農希望者が安心

して本県での就農を決断し、農業経営の円滑な

スタートが図れるよう支援するものでございま

す。

事業内容につきましては、右ページの対応を

御覧ください。

まず、県内外での就農相談会では、ウェブ等

を活用した情報発信やリモート就農相談の充実

を図るとともに、派遣方式の就農研修であるお

試し就農では、コロナ対応として受入れ枠を増

加した昨年度と同様の80人分を確保し、雇用就

農等を促進することとしております。

また、農業経営資源の承継では、地域ごとに

遊休施設等のリスト化や就農希望者等とのマッ
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チングに取り組み、就農時の初期負担の軽減を

図ってまいります。

さらに中山間地域への就農促進を図るため、

特定地域づくり事業協同組合制度等を活用し、

農林業を中心に様々な労働力需要をつなぎ、周

年雇用できる環境を創出していくこととしてお

ります。

今後、市町村や関係団体等と連携して、これ

らの取組を進めることにより、就農希望者が安

心して就農できる環境づくりを進めてまいりま

す。

26ページにお戻りいただき、２の事業の概要

にありますとおり、予算額は6,864万円、事業期

間は令和４年度までの２年間を予定しておりま

す。

続きまして、28ページをお開きください。

きらり輝く農業人材確保支援事業でございま

す。

この事業は、他産業との人材確保競争が激化

する中で、多様な人材が農業で活躍できる労働

力融通の仕組みづくりや、働きやすい環境整備

等により、農業現場を支える重要な働き手とな

る人材の確保、定着に取り組むものでございま

す。

事業内容につきまして、右ページの図の取組

内容を御覧ください。

まず、①の農業人材ベストミックス支援事業

では、農福連携やＷワークの促進、産地間・産

業間連携の取組など、地域の経営品目や周辺の

就労希望者等の状況に応じて、農業現場と最適

な働き手を組み合わせる人材ベストミックスの

体制づくりを支援します。

また、②の農業人材受入れ環境モデル構築事

業では、空き家の改修等による休憩施設や簡易

トイレの整備など、地域における農業人材の就

労・定着を進めるための受入環境をモデル的に

整備する取組を支援し、効果を検証しながら地

域への普及を図ります。

さらに③の農業人材定着促進事業では、農業

現場で人材がしっかり定着できるよう農業法人

等による労務管理や人材養成等の研修を進める

とともに、近年、本県における外国人材として

受入れの多いベトナムとの連携強化を見据え、

ベトナム人のコンシェルジュを設置し、受入れ

環境の向上を図ります。

28ページにお戻りいただき、２の事業の概要

にありますとおり、予算額は1,570万円、事業期

間は令和４年度までの２年間を予定してござい

ます。

農業担い手対策課からは以上でございます。

○川上農産園芸課長 30ページを御覧ください。

スマート農業等生産団地創出支援事業でござ

います。

まず、事業の目的は、地域の特徴に応じた農

業生産団地の計画づくりから具現化までの手法

を構築し、産地の構造改革を加速させるもので

す。

右のページを御覧ください。課題の欄ですが、

昨今、担い手の減少などで、耕種農業の産地力

が低下しており、このため、団地化・分業体制

などの基盤づくりと周年・養液栽培による高収

量化への転換などにより、スマート農業を実装

する生産団地をスピード感を持って創出したい

と考えております。

そこで、中段①産地構造転換支援事業では、

市町村が行う合意形成や団地化設計図づくりの

ための様々な調査活動を、それぞれ案件ごとに

県がチームを編成し支援してまいります。

また、②スマート生産基盤推進支援事業では、

施設園芸品目や産地加工品目など、品目・生産
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形態に応じて栽培の自動化や出荷予測、省力・

生産体系などのスマート技術構築に向けたデー

タ収集、分析を行います。

そして、目指す姿として、高収量・省力化を

実現できる大規模な園芸ハウス団地など、各地

域の重点品目や事業主体の要望等を踏まえ、国

庫事業等も活用しながら核となる生産拠点を整

備します。

これらの団地化の計画づくりから具現化まで

の手法を県内に波及することで、産地の構造改

革を加速させてまいります。

30ページに戻っていただき、２の事業概要の

とおり、予算額は2,608万9,000円、事業期間は

令和５年度までの３か年を予定しております。

以上でございます。

○戸髙農村計画課長 農村計画課でございます。

資料の32ページをお開きください。

簡易基盤整備加速化事業について御説明いた

します。

本事業は、規模拡大を目指す担い手農家など

に、農地を集積・集約し、スマート農業の展開

などにより生産性を向上させるため、畦畔の除

去など簡易な整備を推進し、基盤整備の加速化

を図るものでございます。

このため、本事業では、右の33ページを御覧

中段の取組内容にありますとおり、①の整備候

補地域選定におきまして、基盤整備を要望して

いる地域の地盤高や用排水路等のデータを考慮

し、畦畔除去等の簡易な整備が可能な地域の情

報を市町村に提供いたします。

また、②の整備計画策定では、担い手農家の

意向を反映した市町村の整備計画策定を支援い

たします。

そして、③の整備普及促進におきまして、基

盤整備による効果のＰＲ資料等を作成し他地区

へ啓発することで、簡易な基盤整備の普及・拡

大を図ってまいります。

事業効果としましては、下段にありますとお

り、簡易な基盤整備により基盤整備が加速化し、

スマート農業の展開など担い手のニーズに応じ

た農地の集積・集約化が促進されるものと考え

ております。

32ページにお戻りください。

２の事業の概要のとおり予算額は400万円、事

業期間は令和５年までの３か年を予定しており

ます。

農村計画課からは、以上でございます。

○押川農村整備課長 農村整備課でございます。

常任委員会資料の34ページをお開きください。

公共農地防災事業について御説明いたします。

１の事業の目的・背景にありますとおり、近

年多発している集中豪雨や今後発生が懸念され

る南海トラフ地震による農地や、農業用施設の

災害を未然に防止し、農業生産の維持、農業経

営の安定及び国土の保全を図るものであります。

２の事業の概要の５、事業内容にあります７

つの事業を行っております。主なものとして、

①のため池等整備事業と②の湛水防除事業につ

いて、右側のページで御説明いたします。

まず、上段のため池等整備事業ですが、近年、

豪雨等により農業用ため池が決壊し、他県では

人的被害が発生するなど、ため池の防災対策の

必要性が高まっております。昨年10月には農業

用ため池防災工事等に関する特措法が施行され、

集中的かつ計画的に防災工事等を推進すること

となっております。

事業では、堤体や洪水吐きなどの改修や農業

用の利用を止めたため池の廃止などの防災工事

を行い、下流域の住民の安全と農業用水の確保

を図ることにしております。
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写真は、工事で堤体を掘り割り、貯水機能を

廃止したため池でございます。

次に、下段の湛水防除事業ですが、異常降雨

などにより排水量が増加し、農地の湛水被害が

生じている地域にポンプなどの排水施設の新設

や改修を行い、農業生産の維持及び農業経営の

安定、さらには排水流域の防災対策を図ること

にしております。

写真は、河川へ排水を行うために新設した排

水機場でございます。

最後に、左側のページの２の事業の概要を御

覧ください。

（１）の予算額は20億5,965万7,000円であり

ます。

以下に、事業ごとに事業名、負担割合、令和

３年度の実施予定地区を記載しております。

農村整備課は以上です。

○西府水産政策課長 水産政策課からは３つの

事業について説明をいたします。

36ページをお開きください。

まず１つ目の事業、漁業調査船みやざき丸新

船建造事業でございます。

１の事業の目的・背景にありますとおり、み

やざき丸の新船を建造し、環境ＤＮＡといった

先進的な調査研究や、沿岸域における資源調査

を実施するとともに、漁業者にリアルタイムで

情報発信等を行うことにより、本県水産業の成

長産業化を図るものでございます。

事業の内容につきましては、右側の37ページ

目で御説明をさせていただきます。

新みやざき丸の総トン数は199トンで、現在の

みやざき丸と同規模でございます。

中段にあります新船のポイントは、これまで

の釣る調査から、最新鋭の調査機器等を充実し

た走る調査にシフトしまして、調査・研究機能

の強化を図ることで漁海況情報の質と量の向上

や、広域での試験研究調査の実施が可能となり、

本県漁業者の生産性向上が図られると考えてお

ります。

左の36ページにお戻りいただきまして、２の

事業の概要でございますけれども、予算額は７

億8,998万6,000円、事業期間は令和４年度まで

の２か年を予定しておりまして、新船は令和５

年１月からの運用を計画してございます。

38ページをお開きください。

次に２つ目の事業、流通・販売イオベーショ

ン創出事業でございます。

１の事業の目的・背景にありますとおり、県

内水産業の高収益化を図るため、新たに水産物

流通・販売イオベーションプランを策定し、新

たなニーズに対応した販売方式等の取組を支援

するものでございます。

事業の内容は、右側の39ページで説明いたし

ます。

上段の計画策定にありますとおり、①の水産

物市場機能強化実証事業では、県内水産物卸売

市場の競争力強化を図るため、県水産物流通・

販売イオベーションプランの策定に取り組みま

す。

次に、下段の実証・支援にありますとおり、

このプランに基づき①の水産物市場機能強化実

証事業において、産地市場の集約化等の実証に

取り組み、市場の競争力強化を推進します。

また、右の②安全・安心推進支援事業のア、

新たなニーズに対応した販売方式への取組支援

において、内食等への需要に対応した商品開発

等の取組を支援し、水産加工業の底上げとコロ

ナ禍により低迷した水産物の需要回復を図りま

す。

左下の②のイ、ＨＡＣＣＰ取得のスタート＆
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フォローアップにおいて、ＨＡＣＣＰ取得を目

指す事業者への現地指導等に取り組むとともに、

ＨＡＣＣＰ施設を整備した事業者へのフォロー

アップにより、本県水産物の輸出促進を図りま

す。

最後に、③の県産水産物ＰＲ・販路拡大強化

事業では、コロナ禍で生まれた応援消費を新た

な販路につなげるなど水産物ＰＲ活動等の取組

を支援します。

左の38ページにお戻りいただきまして、２の

事業の概要ですが、予算額は1,893万5,000円、

事業期間は令和５年度までの３か年を予定して

ございます。

40ページをお開きください。

最後に３つ目の事業、海の担い手イオベーショ

ン事業でございます。

１の事業の目的・背景にありますように、本

事業は公益社団法人宮崎県漁村活性化推進機構

を推進母体とし、スマート漁業を足がかりに多

様な人材の確保・育成等を図るものでございま

す。

事業の内容は、右側の41ページで説明をいた

します。

１の担い手確保体制強化事業の①多様な人材

確保のための魅力発信では、ＶＲによる漁業の

疑似体験等で、漁業の魅力を広くＰＲし、多様

な人材の確保につなげます。

②のスマート漁業を活用した実践型研修の実

施では、ＩＣＴ技術や最新の漁労機器を導入し

た実習船を活用し、就業希望者の早期の技術習

得に取り組みます。

２の地域主体の経営強化支援事業は、地域担

い手協議会と連携した収益性の高い操業形態の

普及活動や、熟練漁業者の操業情報を見える化

した技術伝承アプリの普及により、就業者の育

成強化を図り、地域漁業の生産性向上に取り組

みます。

左側の40ページに戻っていただきまして、２

の事業の概要ですが、予算額は1,424万円、事業

期間は令和４年までの２か年を予定しておりま

す。

水産政策課は、以上でございます。

○大村漁業管理課長 漁業管理課でございます。

資料は42ページを御覧ください。

資源管理イオベーション推進事業についてで

ございます。

１の事業の目的・背景ですが、水産部門の長

期計画における対策の一つであります水産資源

の最適な利用管理と環境保全への対応に係る取

組といたしまして、本事業では、本県水産資源

の資源管理や、国の資源管理の高度化への対応

に取り組むとともに、併せて種苗放流や藻場・

干潟等の保全活動の支援を行い、資源管理の取

組効果の向上を図ることを目的としております。

事業の内容につきましては、43ページの中段

を御覧ください。

①のみやざきモデル資源管理の高度化では、

資源管理対象魚種について、定期的に資源評価

を行い、適宜、資源管理措置の見直しを行う、

いわゆるＰＤＣＡ方式による資源管理を継続し

て実施いたします。

また、今後予定されております国の資源評価

対象魚種の拡大にも対応し、本県水産資源の最

適な利用管理を図ってまいります。

その下段になりますが、②の持続可能な資源

の造成では、資源評価の結果、種苗放流による

資源造成の効果が見込まれる魚種の放流を行う

とともに、新たな魚種の種苗生産技術の確立に

取り組んでまいります。

また、③の水産多面的機能の発揮では、漁業
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者や一般の方々で構成されるグループによる藻

場・干潟の保全や海洋プラスチックの回収など

の漁場保全活動を支援いたします。

これらの取組によりまして、①の資源管理の

取組効果の向上を図ってまいります。

42ページの２の事業の概要に戻っていただき

まして、予算額は1,415万1,000円、事業期間は

５年度までの３か年となっております。

説明は以上でございます。

○河野畜産振興課長 畜産振興課でございます。

44ページをお開きください。

牛・人・草が紡ぐひなたの畜産魅力アップ事

業であります。

１の事業の目的・背景ですが、高収益で競争

力の高い畜産経営の育成のため３つの視点から

支援を行うものです。

右のページを御覧ください。

現状・課題では、県内の肉用牛や乳用牛経営

では、戸数減少による生産基盤の弱体化の中、

先を見据えて規模拡大を図る次代を担う経営者

が存在するなど、畜産業の魅力アップや所得向

上への取組が求められております。

そのため、対策にある、大家畜経営の柱であ

る牛・人・草の視点から各課題への横断的なア

プローチと総合的な解決で、働く環境、効率的

管理、稼げる経営を実現することが必要です。

具体的に、牛の視点では、次世代の生産基盤

の維持・拡大に向けスマート畜産を推進するモ

デル畜舎の整備を支援します。

人の視点では、労働環境の改善に向け、休日

を確保する肉用牛定休型ヘルパー組合の創設と

利用を促進します。

さらに、コロナ禍での経営改善指導に向けた

リモート体制の構築によるコンサル指導の強化

と酪農経営での乳質改善対策を支援します。

草の視点では、飼料作物の面積増加や作業の

分業化に向け、コントラクター組織の体質強化

や地域内外での作業の連携強化を図ります。

これらの牛・人・草の３本柱の総合的な取組

により、スマート畜産や働き方改革を実現し、

持続可能で魅力的な畜産経営を目指します。

左の説明資料に戻っていただき、２の事業概

要ですが、予算額は4,258万8,000円、事業期間

は令和３年度から５年度の３か年であります。

次に、46ページをお開きください。

2022全国和牛能力共進会対策事業であります。

１の事業の目的・背景ですが、来年10月に鹿

児島県で開催予定の第12回全国和牛能力共進会

において、最高賞の獲得を目指し、出品対策を

推進するものです。

右のページを御覧ください。

過去３大会の成績により、国内外における宮

崎牛の認知度は向上し農家の生産意欲の向上や

本県和牛肉の輸出増加につながり、肉用牛や関

連産業を含め、本県産業の振興に大きく貢献し

ております。

今大会は、全国的に出品意欲や改良技術が向

上し厳しい戦いが予想される中、関係者一体と

なって出品対策に取り組んでおります。

具体的には、中段スケジュールのとおり、今

年度は、これまでの戦略的な交配推進で生まれ

た優秀な子牛を巡回調査等で選抜した上で、各

地域で選定した飼養管理技術の高い生産者へ導

入・保留する対策を支援します。

さらに、調査等を重ね、本戦へ出場する種牛16

頭、肉牛７頭の絞り込みに向けた準備と選抜を

進めてまいります。

また、10月には児湯地域家畜市場において、

本番を想定したプレ全共を開催し、気運醸成と

出品対策を検証します。
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これらの取組で、生産者と関係者が「チーム

宮崎」としてのさらなるレベルアップを図り、

４大会連続の内閣総理大臣賞の獲得を目指し、

日本一の努力と準備を怠らず邁進してまいりま

す。

左の説明資料に戻っていただき、２の事業概

要ですが、予算額は4,350万8,000円、事業期間

は令和３年度から４年度の２か年であります。

説明は以上です。

○丸本家畜防疫対策課長 48ページをお開きく

ださい。

みやざきの家畜防疫強靭化事業についてであ

ります。

右側のポンチ絵を御覧ください。

国内外での豚熱やアフリカ豚熱の発生を踏ま

え、大幅に法改正が行われ、防疫体制の強化に

取り組むことが求められております。

これまでも口蹄疫や鳥インフルエンザの発生

の経験を踏まえ、その都度、防疫体制を見直し、

本県独自の家畜防疫体制を構築してまいりまし

た。それが、左にあります家畜防疫の４本柱で

あり、上から水際、地域、農場の３段階での防

疫に加え、万一の発生時に迅速な防疫措置が実

施できる体制整備に努めてまいりました。

しかしながら、国内外での家畜伝染病の発生

状況を考えますと、さらに高い水準での防疫体

制強化に取り組む必要があります。

このため、水際防疫として、海外からの違法

な畜産物の持込み防止や野生イノシシヘの感染

原因となるキャンプ場等の屋外での畜産物の適

正処理について啓発を行います。

また、地域防疫に関しては、その要となる、

自衛防疫推進協議会が行う防疫活動に対して支

援を行うこととしております。

農場防疫につきましては、より厳格化された

飼養衛生管理基準に対応するため、防鳥ネット

等の防疫に必須な資機材の設置を支援してまい

ります。

４つ目の迅速な防疫措置では、防疫指針の改

正に伴い、追加された豚熱等が野生動物に感染

した場合の対応について、防疫演習等を通じて

確認することとしております。

左側の説明資料に戻っていただき、２の事業

概要でありますが、予算額は7,118万7,000円、

事業期間は令和５年度までの３年間であります。

説明は以上であります。

○岩切委員長 執行部の説明が終わりました。

委員の皆様の御質疑を頂きたいと思います。

大変多岐にわたり広範な課題ですので、しっ

かりと精査して、本会議、委員会等でまた皆さ

んと議論したいと思います。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、以上をもって農政水

産部を終わります。執行部の皆様お疲れさまで

した。

暫時休憩いたします。

午前11時44分休憩

午前11時46分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

４月16日に行われました委員長会議の内容に

ついて御報告をしたいと思います。

お手元に配付の委員長会議確認事項を御覧く

ださい。委員長会議において、委員会運営に当

たっての留意事項等を確認させていただきまし

た。

時間の都合もありますので、主な事項につい

て御説明を申し上げます。

この委員会にお集まりの委員の皆様、御承知

の内容だと思いますので、適宜御覧を頂いて意
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見等がありましたら賜りたいと思います。

まず、１ページを御覧ください。

（５）の「閉会中の常任委員会について」で

あります。

定例会と定例会の間に原則として１回以上開

催し、また、必要がある場合には適宜、委員会

を開催するという内容であります。

次に、２ページをお開きください。

（７）の「執行部への資料要求」につきまし

ては、委員から要求があった場合、委員長が委

員会に諮った後、委員長から要求するという内

容です。

（８）の「常任委員長報告の修正申し入れ及

び署名」についてであります。

本会議で報告する委員長報告について、委員

会でその内容を委員長一任とした場合、各委員

が修正等の申し入れを行う場合は、委員長へ直

接行うこと、報告の署名は、委員長のみが行う

こととするものであります。

（９）「マスコミ取材」についてであります。

取材は、原則として採決等委員協議も含めて

記者席で行わせるという内容でありまして、委

員会は採決等も含め、原則公開となっておりま

す。

次に、３ページをお開きください。

（12）の「調査等」につきましては、ア県内

調査、イ県外調査、ウ国等への陳情と分かれて

おります。

まず、アの県内調査についてでありますが、

４点ございます。

１点目は、県民との意見交換を活発に行うた

め、常任委員会の県内調査において「県民との

意見交換を積極的に行う」というものです。

２点目は、調査中の陳情・要望等については、

委員会は内部審査機関であり、対外的な権限を

持つものではないため、後日、回答する旨等の

約束はしないというものであります。

３点目は、委員会による調査でありますので、

単独行動による発着は、できる限り避けるとい

うものであります。

４点目は、調査先は、原則として県内の状況

把握を目的に選定されるものですが、県内での

調査先の選定が困難であり、かつ、県政の重要

課題に関して特に必要がある場合には、日程及

び予算の範囲内で隣県を調査できるというもの

であります。

４ページをお開きください。

（15）の委員会室におけるパソコン等の使用

についてですが、詳細は10ページにございます

ので、後ほど御確認ください。委員会の席では

携帯電話などで文言等の調査をするということ

での利用が認められているということですね。

その他の事項につきましても、目を通してい

ただきたいと思います。

これらの内容について意見等がありましたら、

またお寄せいただきたいと思いますので、よろ

しくお願いいたしたいと思いますが、いかがで

すか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 よろしくお願いいたします。

次に、令和３年度の委員会活動計画案につい

てであります。活動計画案については、お手元

に配付の資料のとおりでございます。

活動計画案にありますように、５月18、19に

県南、26、27日に県北の県内調査、県外隣地に

ついては10月12日から14日、そして閉会中の委

員会については、御覧の３日程が予定されてお

ります。

初めに、県内調査についてでありますけれど

も、行程案をお手元に配らさせていただいてお
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ります。

加えて、お手元に資料として過去５年分の環

境農林水産常任委員会の調査実施状況と県内調

査調査先候補地の概要も配布いたしております

ので併せて御覧ください。

新型コロナの感染状況等により、行程の変更

や延期、場合によっては中止も考えられるとこ

ろですが、県内調査につきまして、５月のスケ

ジュールでございますけれども、委員の皆様の

現段階における御意見を伺いたいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時50分休憩

午前11時54分再開

○岩切委員長 委員会を再開をいたします。

県内調査実施の時期中、延期中止を含めて正

副委員長に御一任頂きたいと思いますが、御異

議ございませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのようにさせてい

ただきます。

それでは、そのほかで何かございますでしょ

うか。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 ほかに何もないようでしたら、

本日の委員会を終了したいと思いますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 ６月議会の委員会の最終日に、

執行部との懇親の場というのが一般例でござい

ましたけれども、コロナ禍でありますので執行

部は慎重に判断したいということで、耳に入れ

ておきたいと御相談がありました。

この委員会の担当課の人の数が多いものです

から、慎重にしたいということでございました。

以上、御報告でございます。

それでは、以上をもちまして、本日の委員会

を終わりたいと思います。お疲れさまでござい

ました。

午前11時55分閉会
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